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2017年度上期の売上⾼は、電⼦映像事業、メディカルシステム事業、電⼦材料事業などで売上
を伸ばし、前年⽐6.7％増の1兆1,879億円となりました。

営業利益については、各事業において収益性の改善を進め、前年⽐12.7％増の759億円となりま
した。

税⾦等調整前四半期純利益は、第1四半期に和光純薬⼯業の連結⼦会社化による和光株式の
評価益を計上したことなどにより、前年⽐55.7％増の1,002億円、当社株主帰属四半期純利益
は、前年⽐2.1倍の709億円と⼤幅増益となりました。
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続いて、セグメント別の状況についてご説明します。

イメージング ソリューション部⾨の売上⾼は、
前年⽐13.3％増の1,748億円、
営業利益は、前年⽐2.6倍の239億円となりました。

インフォメーション ソリューション部⾨の売上⾼は、
前年⽐13.9％増の4,808億円
営業利益は、前年⽐16.3％増の380億円となりました。

インフォメーション ソリューション部⾨のうち、ヘルスケアの売上⾼は
前年⽐17.7％増の2,008億円、
営業利益は、前年⽐4.6倍の19億円となりました。

ドキュメント ソリューション部⾨の売上⾼は、
前年⽐0.9％減の5,323億円、
営業利益は前年⽐28.2％減の291億円となりました。
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まずイメージング ソリューション部⾨についてご説明します。

フォトイメージングでは、インスタントカメラ “チェキ” 、チェキフィルムなどのインスタントフォトシステ
ムの販売が欧⽶を中⼼に引き続き好調に推移しました。また、「WALL DECOR(ウォールデ
コ)」「フォトブック」などの付加価値プリントビジネスも堅調に推移しました。

電⼦映像では、2⽉に発売した⼤型センサー搭載中判ミラーレス「FUJIFILM GFX 50S」や
「FUJIFILM X-T20」「FUJIFILM X100F」を中⼼としたXシリーズのミラーレスデジタルカメ
ラおよび交換レンズの販売が好調に推移し、売上が増加しました。⼈々の記憶に残る鮮やかな
⾊を再現する独⾃技術による圧倒的な描写⼒や、25種と幅広いレンズのラインアップがプロ写
真家や写真愛好家から⾼く評価されています。

光学デバイスでは、監視カメラ⽤や⾞載⽤などの各種産業⽤レンズの販売が堅調に推移しまし
た。また、7⽉に販売を開始したシネマカメラ⽤レンズ「MK50-135mm T2.9」が、Weｂ⽤な
ど市場が拡⼤している新興映像・制作分野で好評で、売上が伸⻑しました。

イメージング ソリューション部⾨は、電⼦映像事業が⼤幅に売り上げを伸ばしたほか、各事業の
販売が好調に推移し、対前年増収⼤幅増益となりました。
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続いてインフォメーション ソリューション部⾨です。

ヘルスケアのうち、メディカルシステムは、成⻑分野である体外診断(IVD)システム、内視鏡を始めとした各分野で販
売が好調に推移しました。
バイオCDMOは、バイオ医薬品のプロセス開発・製造受託が好調に推移しました。
医薬品は、FF-10832の臨床第Ⅰ相試験を2018年に⽶国で開始することを決定するなど、パイプラインの開発を着
実に推進しています。
再⽣医療は、「ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング」の販売が好調に推移、売上に貢献しました。
ライフサイエンスは、美⽩化粧⽔「アスタリフト ホワイト ブライトローション」や機能性表⽰⾷品「メタバリアS」などの販売
が好調に推移し、売上が増加しました。

⾼機能材料のうち、ディスプレイ材料は、在庫調整などの影響でタック製品の販売は減少しましたが、有機EL関連な
どの新規分野での販売が伸⻑し、売上はほぼ横ばいとなりました。
産業機材は、 「エクスクリア」の販売が好調に推移しました。
電⼦材料は、現像液や処理剤などフォトリソ周辺材料の先端製品を中⼼に販売が好調に推移し、売上が増加しま
した。半導体市場が拡⼤する中、幅広い製品ラインアップで市場成⻑率を上回る⾼い成⻑を実現しています。

ファインケミカルは、重合材料等の化成品の売上が伸⻑しました。

記録メディアは、独⾃技術に基づく「BaFe（バリウムフェライト）磁性体」を使⽤したデータストレージ⽤磁気テープの
販売が堅調に推移し、売上が増加しました。

グラフィックシステムでは、製版・刷版材料の総需要減により売上は減少しました。刷版材料については、⾼い環境性
能を持つ無処理版などの⾼付加価値製品、およびデジタルプレスの拡販を進めていきます。
インクジェットは、インク及び産業⽤インクジェットヘッドなどの販売が堅調に推移しました。これまで注⼒してきた分野に
加え、テキスタイルなど新たな領域へ独⾃の製品を展開し、事業を拡⼤していきます。

インフォメーション ソリューション部⾨は、電⼦材料事業やメディカルシステム事業などで売り上げを伸ばしたことに加え、
各事業の収益性向上により増収増益となりました。
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最後に、ドキュメント ソリューション部⾨についてご説明します。
今期よりセグメントの開⽰区分をこれまでの「オフィスプロダクト」「オフィスプリンター」「プロダクションサービ
ス」「グローバルサービス」の4つから、「オフィスプロダクト＆プリンター」「プロダクションサービス」「ソリューショ
ン＆サービス」に変更致します。

まず、オフィスプロダクト＆プリンター事業のオフィスプロダクト分野では、国内やオセアニア地域で複合機
の販売台数が減少したものの、欧⽶向け輸出で新製品の販売が好調に推移し、全体の販売台数は
前年並みとなりました。オフィスプリンター分野では、⽇本、アジア・オセアニア地域では製品ミックスの上
位シフトにより台数、売上が減少しましたが、欧⽶向け輸出は、新製品を中⼼に、カラープリンターの販
売台数、売上が好調に推移しました。

プロダクションサービス事業は、欧⽶向け輸出の販売台数は減少となりましたが、中国での販売は引き
続き好調に推移しました。
また、10⽉に発表した、⾦、銀、クリアトナーなどを搭載し、カタログやマニュアル、販促印刷物など多彩
なカラー出⼒ニーズに応える「Iridesse Production Press」を、⽇本、アジア・中国地域で順次発
売を開始し、シェア拡⼤を⽬指します。

ソリューション＆サービス事業は、アジア・オセアニア地域で売上が減少しましたが、国内で、業種・業務
別ソリューションの販売が堅調に推移し、売上は増加しました。

ドキュメントソリューション部⾨は、オセアニア地域での⼀時的な販売減少により減収。また、為替のマイ
ナス影響や第1四半期に発⽣した市場対策費⽤の引当、第2四半期末の売掛債権をより保守的に
再評価し、貸倒引当⾦を追加で引当てたことなどにより、減益となりました。引き続き、ソリューション＆
サービス等の成⻑領域の拡⼤や、オセアニア地域での販売回復に努めるとともに、経費削減及び原価
改善施策の追加・加速等で収益性を⾼めていきます。
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次に、バランスシートについてご説明します。

2017年9⽉末時点の資産合計は、
営業権などの増加により、 2017年3⽉末時点と⽐べ、375億円増の3兆5,707億円となり
ました。

負債は654億円減の1兆1,997億円、株主資本は887億円増の2兆1,323億円となりま
した。

流動⽐率は、4.1ポイント減の295.1％、負債⽐率は5.6ポイント減の56.3％、株主資本
⽐率は1.9ポイント増の59.7％となりました。
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続いて、キャッシュ・フローについてご説明します。

営業活動によるキャッシュ・フローは、受取債権の減少などにより、1,110億円の収⼊となりま
した。
投資活動によるキャッシュ･フローは、和光純薬⼯業の事業買収などにより、1,790億円の⽀
出となりました。
この結果、フリー・キャッシュ・フローはマイナス680億円となりました。
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2017年度の連結業績予想ですが、
2017年6⽉12⽇に発表済みの予想からは変更しておりません。
尚、セグメント間の内訳を⾒直しています。詳細は、29ページの参考資料をご参照ください。

当社業績は、全社トータルでは通期業績予想達成に向けて、順調に進捗しています。
引き続き成⻑戦略を推進するとともに、さらなる拡販と収益性の改善を強⼒に進めていきます。
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コーポレートガバナンス強化の取り組みについて、前回8⽉30⽇の新中期経営計画「VISION2019」発表時
にお伝えした、５つの強化プロジェクトにおける各施策の進捗状況を説明いたします。

1つ⽬のグループ会社管理強化PJでは、グループ会社からの重要事項に関する報告体制や承認プロセスの⾒
直しによって、グループ全体の管理・監督の強化を図ります。取締役会による監督機能強化のための報告事項
の充実や、富⼠ゼロックス海外⼦会社トップの選任プロセスの⾒直しを開始しています。また、富⼠ゼロックスの
地域統括機能を再設計し、アジア・パシフィック地域を統括するコーポレートスタッフ部⾨を富⼠ゼロックス本社直
轄とする体制に変更しています。
2つ⽬の経理強化PJでは、会計処理の適切性を担保し、牽制機能を発揮できる体制の確保を⽬的として、富
⼠フイルム、富⼠ゼロックスの財務会計機能を富⼠フイルムホールディングス経理部に統合し、9⽉より⼀体運営
を開始しています。
3つ⽬の監査強化PJでは、グループ全体の監査機能強化を⽬的として、9⽉1⽇付でグローバル監査部を設置
し、統合監査の運⽤を開始しています。また、9⽉よりJ-SOX評価体制統合を開始したほか、富⼠フイルムホー
ルディングス監査役へのサポート強化を⽬的として9⽉1⽇付にて監査役会室を設置しました。
4つ⽬のコンプライアンス強化PJでは、既に実施完了した経営層向けに続いて、グループ全従業員を対象とした
コンプライアンス再教育を11⽉末までに完了する予定です。また、全グループ会社を対象とした新たな内部通報
窓⼝の年内開設を予定しています。なお、富⼠ゼロックスにおけるリスクマネジメント強化に向けて、富⼠ゼロック
ス関連各社にリスクマネジメント委員会を設置するとともに、リスク発⽣時の富⼠フイルムホールディングスへのレ
ポート含む対応体制についても⾒直しを実施し、10⽉より運⽤を開始しています。
最後に、ITガバナンス強化PJでは、効果的なIT活⽤を通じたモニタリングの仕組みや、グループ内の円滑なコ
ミュニケーションのためのインフラ整備の推進に向け、各種システム対応に向けた要件定義を推進しています。

今後も、ガバナンス強化委員会の下、各施策を確実に推進していきます。

ご静聴いただき、ありがとうございました。
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